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第９０号議案 

 

 

 

   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する 

   条例の制定について 

 

 

 芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

を別紙のように定める。 

 

 

   平成２２年１１月３０日提出 

 

 

 

                       芦屋市長 山 中  健 

 

 

 

 

提案理由 

 

 地区計画の都市計画決定等に伴い，地区整備計画区域の追加等をするため，この条

例を制定しようとするもの。 



芦屋市条例第  号 

 

 

   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する 

   条例 

 

 芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１４年芦屋市条

例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第１中 

「 

 

 

」 

を 

「 

 

１ 南芦屋浜地区地区整備計画区域 
（平成１３年芦屋市告示第４６号 決定） 
（平成１４年芦屋市告示第１５０号 変更） 
（平成１６年芦屋市告示第９１号 変更） 
（平成１９年芦屋市告示第１０７号 変更） 
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１ 南芦屋浜地区地区整備計画区域 
（平成１３年芦屋市告示第４６号 決定） 
（平成１４年芦屋市告示第１５０号 変更） 
（平成１６年芦屋市告示第９１号 変更） 
（平成１９年芦屋市告示第１０７号 変更） 
（平成２２年芦屋市告示第１０８号 変更） 」 

に改める。 

 

別表第１に次のように加える。 

１６ 月若町地区地区整備計画区域    

（平成２２年芦屋市告示第１１６号 決定）

都市計画法第２０条第１項の規定により

告示された阪神間都市計画（芦屋国際文

化住宅都市建設計画）月若町地区地区計

画のうち，地区整備計画が定められた地

域 

１７ 大原町地区地区整備計画区域    

（平成２２年芦屋市告示第１５６号 決定）

都市計画法第２０条第１項の規定により

告示された阪神間都市計画（芦屋国際文

化住宅都市建設計画）大原町地区地区計

画のうち，地区整備計画が定められた地

域 

 

別表第２地区計画区域内の制限 １ 南芦屋浜地区地区整備計画区域の表イ項業



ウ 容 積 率
の 最 高
限 度 

        

務・研究地区の欄中「その他これらに類するもの」の次に「（ゲームセンターを含

む。）」を加え，同表中 

「 

 

」 

ウ 容 積 率
の 最 高
限 度 

１ ０ 分
の８ 

       

を 

「 

 

」 

に改める。 

 

別表第２地区計画区域内の制限 １５ 翠ケ丘町地区地区整備計画区域の表の次

に次の２表を加える。 

１６ 月若町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 低層住宅地区 住宅地区 山手幹線沿道地

区 

駅前地区 

イ 建築してはなら

ない建築物 

 (1) 店舗，飲食

店その他これ

らに類する用

途に供する建

築物（法別表

第２（い）項

第２号に掲げ

る も の を 除

く。） 

(2) 自動車車庫

（建築物に附

属するものを

除く。） 

(1)  店舗，飲

食店その他

これらに類

する用途に

供するもの

で，その用

途に供する

部分の床面

積の合計が

１５０平方

メートルを

超えるもの 

(2)  自動車車

庫（建築物

に附属する

も の を 除

く。） 

(1) ホテル又は

旅館 

(2) 自動車教習

所 

(3) マージャン

屋，ぱちんこ

屋，射的場，

勝馬投票券販

売所，場外車

券売場その他

これらに類す

るもの（ゲー

ムセンターを

含む。） 

(4) カラオケボ

ックスその他

これに類する

もの 

(5) 倉庫業を営

む倉庫 

(6) 畜舎で床面

積の合計が１

５平方メート

ルを超えるも

の 
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     (7) 自動車車庫

（建築物に附

属するものを

除く。） 

(8) 原動機を使

用する工場で

作業場の床面

積の合計が５

０平方メート

ルを超えるも

の 

(9) 葬儀を主た

る目的とする

建築物 

ウ 容積率の最高限

度 

    

(ｱ)最高

限度

    エ 建 ぺ

い 率 

(ｲ)緩和     

オ 建築物の敷地面

積の最低限度 

２５０平方メー

トル。ただし，

２，０００平方

メートル未満の

敷地を分割する

場合は，２１０

平方メートル 

１５０平方メートル。ただし，２，

０００平方メートル未満の敷地を分

割する場合は，１３０平方メートル 

 

(ｱ)距離

の最

低限

度 

１ 道路境界線

から建築物の

外壁等の面ま

での距離は，

２メートル 

２ 隣地境界線

から建築物の

外壁等の面ま

での距離は，

次に掲げると

おりとする。

(1) 敷地面積

が５００平

方メートル

未満の場合

は，１メー

トル 

(2) 敷地面積

が５００平

方メートル

以上の場合

は，１．５

メートル 

隣地境界線から建築物の外壁等の面

までの距離は，次に掲げるとおりと

する。 

(1) 敷地面積が２５０平方メート

ル未満の場合は，０．７メート

ル 

(2) 敷地面積が２５０平方メート

ル以上５００平方メートル未満

の場合は，１メートル 

(3) 敷地面積が５００平方メート

ル以上の場合は，１．５メート

ル 

 カ 建築

物等

の外

壁等

の面

から

敷地

境界

線等

まで

の距

離 

(ｲ)適用

除外

 次の各号のいずれかに該当する場合 

(1) 物置その他これに類する用途

に供し，軒の高さが２．３メー 
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   トル以下で，かつ，床面積の合

計が５平方メートル以内である

こと。 

(2) 建築物の外壁等の中心線の長

さの合計が３メートル以下であ

ること。 

(ｱ)最高
限度

１０メートルか
つ軒の高さ７メ
ートル 

１ １０メートル
。ただし，次に
掲げる要件に適
合するものにつ
いては，この限
りでない。 
(1) 地区計画

の決定告示
の際現に存
する建築物
の高さ又は
現に建築の
工事中の建
築物の予定
の高さが，
１０メート
ルを超える
場合であっ
て，当該敷
地を一の敷
地として再
度新築する
もの 

(2) 敷地面積
の１０分の
１以上であ
る空地（緑
地を含む。）
を道路に面
して有する
もの 

２ 前項ただし
書に該当する
場合の最高限
度は，既に存
する建築物の
高さ又は現に
建築の工事中
の建築物の予
定の高さとす
る。 

１ １３．５メー
トルかつ軒の高
さ１２メートル
。ただし，次に
掲げる要件に適
合するものにつ
いては，この限
りでない。 
(1) 地区計画

の決定告示
の際現に存
する建築物
の高さ又は
現に建築の
工事中の建
築物の予定
の高さが，
１３．５メ
ートル又は
軒の高さが
１２メート
ルを超える
場合であっ
て，当該敷
地を一の敷
地として再
度新築する
もの 

(2) 敷地面積
の１０分の
１以上であ
る空地（緑
地を含む。）
を道路に面
して有する
もの 

２ 前項ただし
書に該当する
場合の最高限
度は，既に存
する建築物の
高さ又は現に
建築の工事中
の建築物の予
定の高さとす
る。 

１ １８メートル
。ただし，次に
掲げる要件に適
合するものにつ
いては，この限
りでない。 
(1) 地区計画

の決定告示
の際現に存
する建築物
の高さ又は
現に建築の
工事中の建
築物の予定
の高さが，
１８メート
ルを超える
場合であっ
て，当該敷
地を一の敷
地として再
度新築する
もの 

(2) 敷地面積
の１０分の
１以上であ
る空地（緑
地を含む。）
を道路に面
して有する
もの 

２ 前項ただし
書に該当する
場合の最高限
度は，既に存
する建築物の
高さ又は現に
建築の工事中
の建築物の予
定の高さとす
る。 

キ 建築
物の
高さ
の最
高限
度 

(ｲ)例外 階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建築物の
屋上部分は，当該建築物の高さに算入し，棟飾，防火壁の屋上突出部その
他これらに類する屋上突出部は，当該建築物の高さに算入しない。 
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１７ 大原町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 住宅地区 
幹線道路沿道地

区 
近隣商業地区 

イ 建築してはなら
ない建築物 

(1) 店舗，飲食店その他これら

に類する用途に供する建築物

（法別表第２（い）項第２号

に掲げるものを除く。） 

(2) 住戸又は住室の床面積が４

０平方メートル未満のものを

有する長屋，共同住宅又は寄

宿舎 

(3) 公衆浴場で床面積の合計が

５００平方メートル以上のも

の 

(1) 自動車その他の燃料用ガソリ

ン，軽油及び液化石油ガスを小

売りする店舗 

(2) 公衆浴場で床面積の合計が５

００平方メートル以上のもの 

(3) 葬儀を主たる目的とする建築

物 

ウ 
容積率の最高限
度 

 
 

 

(ｱ)最高
限度

   エ 建 ぺ
い 率 

(ｲ)緩和    

オ 建築物の敷地面
積の最低限度 

１５０平方メートル。ただし，
２，０００平方メートル未満の敷
地を分割する場合は，１３０平方
メートル（５００平方メートル未
満の敷地を分割する場合は，分割
後既設道路に６．１メートル以上
接する敷地は１１０平方メート
ル）とし，１敷地に限り１１０平
方メートルに緩和することができ
る。 

  

(ｱ)距離
の最
低限
度 

隣地境界線から建築物の外壁等の
面までの距離は，次に掲げるとお
りとする。 
(1) 敷地面積が２５０平方メー

トル以上５００平方メートル
未満の場合は，１メートル 

(2) 敷地面積が５００平方メー
トル以上の場合は，２メート
ル。ただし，建築物の高さが
１０メートル以下の場合又は
当該敷地の隣地境界線から水
平距離２メートル後退した線
と道路境界線とで囲まれた部
分の面積の敷地面積に対する
割合が，建築基準法令の規定
で定められた建ぺい率未満の
場合は１．５メートル 

  カ 建築
物等
の外
壁等
の面
から
敷地
境界
線等
まで
の距
離 

(ｲ)適用
除外

次の各号のいずれかに該当する場

合 

(1) 物置その他これに類する用

途に供し，軒の高さが２．３

メートル以下で，かつ，床面積

の合計が５平方メートル以内で

あること。 
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 (2) 建築物の外壁等の中心線の
長さの合計が３メートル以下
であること。 

  

(ｱ)最高
限度

１ 敷地面積５００平方メートル
以上の場合は１２メートル，敷
地面積５００平方メートル未満
の場合は１０メートル。ただ
し，次に掲げる要件に適合する
ものについては，この限りでな
い。 

(1) 地区計画の決定告示の際現
に存する建築物の高さ又は現
に建築の工事中の建築物の予
定の高さが，敷地面積５００
平方メートル以上の場合は１
２メートル，敷地面積５００
平方メートル未満の場合は１
０メートルを超える場合であ
って，当該敷地を一の敷地と
して再度新築するもの 

(2) 敷地面積の１０分の１以上
である空地（緑地を含む。）を
道路に面して有するもの 

２ 前項ただし書に該当する場合
の最高限度は，既に存する建築
物の高さ又は現に建築の工事中
の建築物の予定の高さとする。 

１５メートル  キ 建築
物の
高さ
の最
高限
度 

(ｲ)例外 階段室，昇降機塔，装飾塔，物見
塔，屋窓その他これらに類する建
築物の屋上部分は，当該建築物の
高さに算入し，棟飾，防火壁の屋
上突出部その他これらに類する屋
上突出部は，当該建築物の高さに
算入しない。 

階段室，昇降機
塔，装飾塔，物
見塔，屋窓その
他これらに類す
る建築物の屋上
部分（水平投影
面積の合計が当
該建築物の建築
面積の８分の１
以内の場合にお
いてその部分の
高さが３メート
ルまでは除く。）
は，算入し，棟
飾，防火壁の屋
上突出部その他
これらに類する
屋上突出部は，
当該建築物の高
さ に 算 入 し な
い。 

 

 
 
   附 則 
 
 この条例は，平成２３年１月１日から施行する。 
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 参 照 

 

 

   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正要綱 

 

 

１ 改正の趣旨 

 地区計画の都市計画決定等に伴い，地区整備計画区域の追加等をするため，こ

の条例を制定しようとするもの。 

 

２ 改正の内容 

(1) 都市計画決定の告示番号の追加（別表第１関係） 

 南芦屋浜地区地区計画の都市計画の変更に伴い，変更告示の告示番号を加える。 

 
(2) 地区整備計画の区域の追加（別表第１関係） 

 別表第１に「月若町地区地区整備計画区域」及び「大原町地区地区整備計画区

域」を次のとおり加える。 

１６ 月若町地区地区整備計画区域    

（平成２２年芦屋市告示第１１６号 決定）

都市計画法第２０条第１項の規定により

告示された阪神間都市計画（芦屋国際文

化住宅都市建設計画）月若町地区地区計

画のうち，地区整備計画が定められた地

域 

１７ 大原町地区地区整備計画区域    

（平成２２年芦屋市告示第１５６号 決定）

都市計画法第２０条第１項の規定により

告示された阪神間都市計画（芦屋国際文

化住宅都市建設計画）大原町地区地区計

画のうち，地区整備計画が定められた地

域 

 

 (3) 地区計画区域内の制限の変更及び追加（別表第２関係） 

ア 南芦屋浜地区地区計画の都市計画の変更に伴う改正 

(ｱ) 業務・研究地区において建築してはならない建築物「マージャン屋，ぱち

んこ屋，射的場，勝馬投票券発売所，場外車券売場その他これらに類するも

の」にゲームセンターを含むこととする。 

(ｲ) 低層住宅地区の容積率の最高限度を１０分の８とする。 
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イ 新たな地区計画の都市計画決定に伴い，別表第２に「月若町地区」及び「大

原町地区」の建築物の制限に関する表を次のとおり加える。 
１６ 月若町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 低層住宅地区 住宅地区 山手幹線沿道地

区 

駅前地区 

イ 建築してはなら

ない建築物 

 (1) 店舗，飲食

店その他これ

らに類する用

途に供する建

築物（法別表

第２（い）項

第２号に掲げ

る も の を 除

く。） 

(2) 自動車車庫

（建築物に附

属するものを

除く。） 

(1)  店舗，飲

食店その他

これらに類

する用途に

供するもの

で，その用

途に供する

部分の床面

積の合計が

１５０平方

メートルを

超えるもの 

(2)  自動車車

庫（建築物

に附属する

も の を 除

く。） 

(1) ホテル又は

旅館 

(2) 自動車教習

所 

(3) マージャン

屋，ぱちんこ

屋，射的場，

勝馬投票券販

売所，場外車

券売場その他

これらに類す

るもの（ゲー

ムセンターを

含む。） 

(4) カラオケボ

ックスその他

これらに類す

るもの 

(5) 倉庫業を営

む倉庫 

(6) 畜舎で床面

積の合計が１

５平方メート

ルを超えるも

の 

(7) 自動車車庫

（建築物に附

属するものを

除く。） 

(8) 原動機を使

用する工場で

作業場の床面

積の合計が５

０平方メート

ルを超えるも

の 

(9) 葬儀を主た

る目的とする

建築物 

ウ 容積率の最高限

度 

    

(ｱ)最高 

限度 
    エ 建 ぺ

い 率 

(ｲ)緩和     
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オ 建築物の敷地面

積の最低限度 

２５０平方メー
トル。ただし，
２，０００平方
メートル未満の
敷地を分割する
場合は，２１０
平方メートル 

１５０平方メートル。ただし，２，

０００平方メートル未満の敷地を分

割する場合は，１３０平方メートル 

 

(ｱ)距離 
の最 
低限 

度 

１ 道路境界線

から建築物の

外壁等の面ま

での距離は，

２メートル 

２ 隣地境界線

から建築物の

外壁等の面ま

での距離は，

次に掲げると

おりとする。

(1) 敷地面積

が５００平

方メートル

未満の場合

は，１メー

トル 

(2) 敷地面積

が５００平

方メートル

以上の場合

は，１．５

メートル 

隣地境界線から建築物の外壁等の面

までの距離は，次に掲げるとおりと

する。 

(1) 敷地面積が２５０平方メート

ル未満の場合は，０．７メート

ル 

(2) 敷地面積が２５０平方メート

ル以上５００平方メートル未満

の場合は，１メートル 

(3) 敷地面積が５００平方メート

ル以上の場合は，１．５メート

ル 

 カ 建築

物等

の外

壁等

の面

から

敷地

境界

線等

まで

の距

離 

(ｲ) 適用

除外
 次の各号のいずれかに該当する場合 

(1) 物置その他これに類する用途

に供し，軒の高さが２．３メー

トル以下で，かつ，床面積の合

計が５平方メートル以内である

こと。 

(2) 建築物の外壁等の中心線の長

さの合計が３メートル以下であ

ること。 

 

キ 建築
物の
高さ
の最
高限
度 

(ｱ)最高 
限度 

１０メートルか
つ軒の高さ７メ
ートル 

１ １０メート
ル。ただし，
次に掲げる要
件に適合する
ものについて
は，この限り
でない。 
(1) 地区計画

の決定告示

１ １３．５メ
ートルかつ軒
の高さ１２メ
ートル。ただ
し，次に掲げ
る要件に適合
するものにつ
いては，この
限りでない。 

１ １８メート
ル。ただし，
次に掲げる要
件に適合する
ものについて
は，この限り
でない。 
(1)  地 区 計

画の決定 
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  の際現に存
する建築物
の高さ又は
現に建築の
工事中の建
築物の予定
の高さが，
１０メート
ルを超える
場合であっ
て，当該敷
地を一の敷
地として再
度新築する
もの 

(2) 敷地面積
の１０分の
１以上であ
る空地（緑
地を含む。）
を道路に面
して有する
もの 

２ 前項ただし
書に該当する
場合の最高限
度は，既に存
する建築物の
高さ又は現に
建築の工事中
の建築物の予
定の高さとす
る。 

(1) 地区計画
の決定告示
の際現に存
する建築物
の高さ又は
現に建築の
工事中の建
築物の予定
の高さが，
１３．５メ
ートル又は
軒の高さが
１２メート
ルを超える
場合であっ
て，当該敷
地を一の敷
地として再
度新築する
もの 

(2) 敷地面積
の１０分の
１以上であ
る空地（緑
地を含む。）
を道路に面
して有する
もの 

２ 前項ただし
書に該当する
場合の最高限
度は，既に存
する建築物の
高さ又は現に
建築の工事中
の建築物の予
定の高さとす
る。 

告示の際現
に存する建
築物の高さ
又は現に建
築の工事中
の建築物の
予定の高さ
が，１８メ
ートルを超
える場合で
あって，当
該敷地を一
の敷地とし
て再度新築
するもの 

(2) 敷地面積
の１０分の
１以上であ
る空地（緑
地を含む。）
を道路に面
して有する
もの 

２ 前項ただし
書に該当する
場合の最高限
度は，既に存
する建築物の
高さ又は現に
建築の工事中
の建築物の予
定の高さとす
る。 

 

(ｲ)例外 階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建築物の
屋上部分は，当該建築物の高さに算入し，棟飾，防火壁の屋上突出部その
他これらに類する屋上突出部は，当該建築物の高さに算入しない。 

１７ 大原町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 住宅地区 幹線道路沿道地区 近隣商業地区 

イ 建築してはなら
ない建築物 

(1) 店舗，飲食店その他これら

に類する用途に供する建築物

（法別表第２（い）項第２号

に掲げるものを除く。） 

(2) 住戸又は住室の床面積が４

０平方メートル未満のものを

有する長屋，共同住宅又は寄

宿舎 

(3) 公衆浴場で床面積の合計が

５００平方メートル以上のも

の 

(1) 自動車その他の燃料用ガソリ

ン，軽油及び液化石油ガスを小

売りする店舗 

(2) 公衆浴場で床面積の合計が５

００平方メートル以上のもの 

(3) 葬儀を主たる目的とする建築

物 
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ウ 
容積率の最高限
度 

 
 

 

(ｱ)最高 
限度 

   エ 建 ぺ
い 率 

(ｲ)緩和    

オ 建築物の敷地面
積の最低限度 

１５０平方メートル。ただし，
２，０００平方メートル未満の敷
地を分割する場合は，１３０平方
メートル（５００平方メートル未
満の敷地を分割する場合は，分割
後既設道路に６．１メートル以上
接する敷地は１１０平方メート
ル）とし，１敷地に限り１１０平
方メートルに緩和することができ
る。 

  

(ｱ)距離 
の最 
低限 
度 

隣地境界線から建築物の外壁等の
面までの距離は，次に掲げるとお
りとする。 
(1) 敷地面積が２５０平方メー

トル以上５００平方メートル
未満の場合は，１メートル 

(2) 敷地面積が５００平方メー
トル以上の場合は，２メート
ル。ただし，建築物の高さが
１０メートル以下の場合又は
当該敷地の隣地境界線から水
平距離２メートル後退した線
と道路境界線とで囲まれた部
分の面積の敷地面積に対する
割合が，建築基準法令の規定
で定められた建ぺい率未満の
場合は１．５メートル 

  カ 建築
物等
の外
壁等
の面
から
敷地
境界
線等
まで
の距
離 

(ｲ)適用 
除外 

次の各号のいずれかに該当する場

合 

(1) 物置その他これに類する用

途に供し，軒の高さが２．３

メートル以下で，かつ，床面

積の合計が５平方メートル以

内であること。 

(2) 建築物の外壁等の中心線の
長さの合計が３メートル以下
であること。 

  

キ 建築
物の
高さ
の最
高限
度 

(ｱ)最高 
限度 

１ 敷地面積５００平方メートル
以上の場合は１２メートル，敷
地面積５００平方メートル未満
の場合は１０メートル。ただ
し，次に掲げる要件に適合する
ものについては，この限りでな
い。 

１５メートル  

  (1) 地区計画の決定告示の際現
に存する建築物の高さ又は現
に建築の工事中の建築物の予
定の高さが，敷地面積５００
平方メートル以上の場合は１
２メートル，敷地面積５００
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 平方メートル未満の場合は１
０メートルを超える場合であ
って，当該敷地を一の敷地と
して再度新築するもの 

(2) 敷地面積の１０分の１以上
である空地（緑地を含む。）を
道路に面して有するもの 

２ 前項ただし書きに該当する場
合の最高限度は，既に存する建
築物の高さ又は現に建築の工事
中の建築物の予定の高さとす
る。 

   

(ｲ)例外 階段室，昇降機塔，装飾塔，物見
塔，屋窓その他これらに類する建
築物の屋上部分は，当該建築物の
高さに算入し，棟飾，防火壁の屋
上突出部その他これらに類する屋
上突出部は，当該建築物の高さに
算入しない。 

階 段 室 ， 昇 降 機
塔，装飾塔，物見
塔，屋窓その他こ
れらに類する建築
物の屋上部分（水
平投影面積の合計
が当該建築物の建
築面積の８分の１
以内の場合におい
てその部分の高さ
が３メートルまで
は除く。）は，算入
し，棟飾，防火壁
の屋上突出部その
他これらに類する
屋上突出部は，当
該建築物の高さに
算入しない。 

 

 
３ 施行期日 

平成２３年１月１日 


